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研究成果の概要（和文）：生態系と経済システムが相互に依存する生態経済システムが生み出す複雑性を捉える
ため、産業連関表とシステムダイナミクスを同期させた新たなモデリング手法の開発を目的とした。モデリング
手法の開発とその有効性を確認するために、ヒラメが生息するフランスセーヌ河口域とその流域経済からなる生
態経済システムを事例とした。モデルを用いて生息域の回復をする場合としない場合を比較した。回復策を実施
した場合、しない場合と比較して、生息域が回復し、ヒラメのストックと漁獲量が増加する一方で、回復策に係
る費用負担が主な原因となって地域ＧＤＰは低下したため、両者のトレードオフを考慮する必要があることが明
らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop a new modeling method by 
synchronizing system dynamics with input-output table to capture the complexity of an ecological 
economic system in which ecosystem and economic system interact each other. To develop and test the 
technique, the Seine estuary in France where sole fish can be caught was selected as the study site.
 The comparison of cases with and without estuary restoration was conducted. With restoration, while
 the result indicates increases in the nursery area, fish stock, and fish catch, it also indicates 
decreases in the regional GDP because of the cost for the restoration. The finding supports the 
importance of the consideration of the trade-offs.

研究分野： 生態経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 生態系の重要性に対する認識の高まりと
学際・問題志向型研究の増加 
生態系の人類にとっての重要性はプラトン
より以前から指摘されていたものの(Mooney 
and Ehrlich, 1997)、これまでは、新古典派
経済学をベースとした資源経済学のような
一つのディシプリンに依拠したアプローチ
が中心であり、その取り組みは、取り扱う問
題対象、取り組む研究者の数、および実際問
題への適用可能性の点から限定的であった。 
しかしながら、近年、学際・問題志向型の生
態系に対する関心は高まりをみせており、国
際学会（例えば International Society for 
Ecological Economics、Ecosystem Services 
Partnership）の発足や、国際連合が主導し、
1300 人以上の研究者が参加し、人間活動の
生態系への影響を評価した Millennium 
Ecosystem Assessment(2005)の発表や、
2008 年から進められている、欧州の政府・
研究機関を中心とした The Economics of 
Ecosystems and Biodiversity などが行われ
ている。 
 
(2) 生態系と経済システムを一つのシステム
として理解する必要性 
主流派経済学である新古典派経済学をベー
スとした資源経済学では、魚などの自然資源
のストックと成長率の関係が所与という条
件のもとで、限界分析を適用して効率性ある
いは持続可能性の観点から最適な搾取量を
決めるという方法が主流である（Tietenberg 
and Lewis, 2012）。この考え方は、実際の生
態系管理においても広く普及している
（Folke et al., 2002）。 
 しかしながら、生態系管理の事例研究が蓄
積されるなかで、次第にこうした最適資源管
理手法に根本的な問題が指摘されるように
なってきた。例えば C.Folke が指摘するよう
に、この手法には二つの根本的な問題点、つ
まり１）人間の介入に対する生態系の反応は
線型、予測可能、かつ操作可能であるという
仮定、そして２）生態系と人間のシステムを
独立に取り扱うことができるという仮定に
もとづいているという問題がある（Folke et 
al., 2002）。 
 したがって、生態系管理問題を扱うには、
生態系と経済システムを独立したシステム
として扱うのではなく、ダイナミックで複雑
に相互作用しあう一つのシステム、生態経済
システムとして取り扱うことが求められて
いるのである。一つのシステムとして扱うこ
との重要性は、数多くの事例研究（Walker 
and Walter, 2006）および理論研究（Lade et 
al., 2013）から指摘されており、著者が行っ
た理論研究においても、生態系を経済システ
ムと独立なシステムとして捉えた場合と、生
態経済システムとして捉えた場合では異な
る閾値が存在し、生態経済システム特有の閾
値こそが資源管理において重要であること

を明らかにしている（Uehara, 2013）。つま
り、生態系と経済システムの複雑なダイナミ
クスの理解に基づかない政策決定はしばし
ば思いもよらない結果、特にかえって状況を
悪化させる結果となるのである(Costanza et 
al., 1997)。 
 
(3) 生態経済モデル開発の必要性 
 生態系、経済システムを一つのシステムと
して捉える認識の高まりにより、これまでは、
主に事例の積み重ねがなされてきた（例えば
書籍（Berkes and Folke, 1998, Walker and 
Walter, 2006）、学会誌(Ecology and Society, 
Ecological Economics, Ecosystem Services)、
データベース(Resilience Alliance)）。 
 しかしながら、非線型フィードバック、不
可逆性、ヒステリシス、多均衡性、不確実性
等によって特徴づけられる生態経済システ
ムの複雑なダイナミクスおよび政策のシス
テム・ダイナミクスに対する影響を理解する
には、モデルを用いたシミュレーションが欠
かせない(Sterman, 2000)。さらに、生態系
への影響を無視した経済政策が生態系、経済
システムの両方にとって望ましくない結果
をもたらすことが現実に指摘されており
（Levin et al, 2013）、生態経済システムの理
解を促進し、政策に役立つ、即効力のある生
態経済モデルの開発が求められている。これ
まで、進化モデル、ネオ・オーストリア学派
モデル、熱力学モデル、エージェント・ベー
ス・モデル等、意欲的な生態経済モデルが提
案されているものの(Proops and Safonov, 
2004)、生態系と経済システム間の非線型フ
ィードバックといった複雑性を的確に捉え
た即効性のあるモデルの開発が十分である
とは言い難い(Levin et al., 2013)。 
 
２．研究の目的 
上述の研究背景を踏まえ、本研究は、生態経
済システムの複雑な非線型ダイナミクスを
捉える新たな生態経済モデル・シミュレーシ
ョン手法を、フランス・セーヌ河口域とその
流域経済（図１）からなる生態経済システム
を事例として確立することを主な目的とし
た。 

 図１．フランス・セーヌ河口域 

 

Eastern Channel 
(fishing zone VIId) 



 セーヌ河口域は干潟があり、ヒラメが生息
しているが、港、橋、堤防の開発等により、
生息域が減少しており、その回復が求められ
ている。回復によって、ヒラメの水揚げが増
えることが期待されるが、その一方で、回復
には費用がかかるため、こうした地域経済へ
の影響を考慮する必要がある。 
 
３．研究の方法 
モデリングには、流域の経済システムについ
ては産業間の複雑な関係を包括的に捉える
ことができる産業連関表を用い、生態系につ
いては生態系の非線型性を捉えることがで
きるシステムダイナミクスを用いた。 
 当該地域の産業連関表は整備されていな
いため、フランスの国単位の産業連関表を基
に、地域化の手法（Jackson (1998)、 Lahr 
(2001)、McDonald(2005)等）を用いて，地域
産業連関表を独自に作成した。 
 生態系についてはシステムダイナミクス
を用いて、生息域回復によるヒラメの生態と
水揚げを中心としたモデルを作成し、生息域
については底質の種類によって、ヒラメの生
息条件が異なることから 21 地区に分割して
その違いを反映させ、ヒラメについてはコー
ホートモデルを用いた。なお、生態系モデル
の作成にあたっては、当該地区の生態系に詳
しい専門家への聞き取り調査を行い、生態学
的知見を反映させた。 
 産業連関表とシステムダイナミクスの同
期にあたっては、技術的には、システムダイ
ナミクスモデルのモデリング・シミュレーシ
ョンツールである Powersim をプラットフォ
ームとして、Microsoft Excel で作成した産
業連関表を Powersim に同期させて生態経済
モデルを構築した。 
 
４．研究成果 
 (1) モデルの構造 
生態経済モデルは、生態系、経済システム間
のフィードバックでつながれている。例えば、
ヒラメの水揚げの変化、地域経済への影響の
変化、最終需要の変化、ヒラメの需要の変化、
ヒラメの水揚げの変化、等の関係がある。 
 
(2) モデルの特徴 
モデルにはいくつかの特徴があり、複雑な生
態経済システムを捉えるモデルとして、非線
型性と不確実性の取り扱い方が重要である。 
 動学モデルにおける非線型性とはフロー
を規定する変化率が一定でないことを意味
する（Blanchard et al., 2006; Sterman, 
2000）。本モデルではこうした非線型性を捉
えている。 
 例えば、調整済み漁獲率（図２）は、生態
系と経済システムのフィードバックを有効
にした場合としない場合で異なり、フィード
バックを有効にした場合には、非線型性が現
れている。 
 生態経済モデリングにおいて、不確実性は

不可避であることから、不確実性を踏まえた
モデルの利用が求められる。 
 不確実性は感度分析などにより、そのシミ
ュレーション結果への影響を検討すること
ができるが、すべての組み合わせを検討する
ことは不可能であることから(Sterman, 
2000)、重要な変数について検討を行った。 
 図３はヒラメのストックのヒラメの死亡
率に対する感度である。図にみられるように、
死亡率によって、ストックが当初増加する、
当初減少する、というように、死亡率によっ
て、質的に大きな違いがあることから、本モ
デルを政策に用いるにあたっては、死亡率の
検討が重要であることが明らかとなった。  

 
図２．調整済み漁獲率の比較 

 

図３．ヒラメのストックのヒラメの死亡率に
対する感度 
 
(3) シミュレーション結果 
生息域を回復させる政策の生態経済システ
ムへの影響を検討するために、回復を実施す
るシナリオ（シナリオ１）と回復を実施しな
いシナリオ（シナリオ２）の二つのシナリオ
の結果を比較した。シナリオ２の回復策につ
いては、地元のステークホルダーの意見を反
映させている。 
 図４の通り、シナリオ２では、回復策を実
施することにより、ヒラメのストックが増加
し、それにしたがって、漁獲量が増加すると
考えられる。ただし、本研究の目的で示した
通り、生態系やヒラメが望ましい方向に変化
するだけではなく、こうした施策による、地



域経済への影響についても考慮する必要が
ある。 

 
図４．ヒラメの漁獲量の比較 
 
 図５に示す通り、回復策の実施によって、
シナリオ２における地域ＧＤＰは回復策を
実施しないシナリオ１よりも若干低下して
いる。本生態経済モデルは産業連関表のほか、
システムダイナミクスとの同期により、複雑
な関係性を捉えているため、回復策の影響は
多岐にわたる。しかしながら、主な理由とし
て、回復策を実施することで、生態系、ヒラ
メのストックが回復し、漁獲量が増える、と
いう生態系、経済システムにとって良い効果
がある一方で、回復に係る費用負担により、
最終的に家計所得が減少し、最終消費の減少
をもたらしていると考えられる。 

 
図５．地域ＧＤＰの比較 
 
(4) 結論と考察 
本研究は、生態系と経済システムの関わりの
複雑性を捉える生態経済モデルを、産業連関
表とシステムダイナミクスを同期させて開

発した。モデリング手法の開発とその有効性
を確認するために、ヒラメが生息するフラン
スセーヌ河口域とその流域経済からなる生
態経済システムを事例とした。 
 モデルを用いて生息域の回復をしない場
合（シナリオ１）、する場合（シナリオ２）
で結果を検討した。回復策は生態系を回復さ
せ、ヒラメのストック、そして漁獲量を増加
させる一方、地域ＧＤＰの低下を招いている。
したがって、どのような回復策を実施するか
は、ステークホルダーの判断に委ねられると
考えられる。つまり、地域ＧＤＰの低下はそ
もそも受け入れられないものなのか、あるい
は生態系が回復できるのであれば、地域ＧＤ
Ｐの低下はある程度受け入れられるのかの
判断が求められる。 
 
(5) 今後の課題 
 今後の課題として、産業連関表とシステム
ダイナミクスを用いた生態経済モデルでは
十分に捉えることができなかった側面を捉
えるモデルの開発が考えられる。 
 特に、本モデルは中期動学モデルであるが、
産業連関表の技術係数等を一定としており、
中期的な検討においては、必ずしも現実的で
はないと考えられるため、例えば計量経済モ
デルを組み合わせるなどによって、より現実
的なモデルとするための検討が考えられる。 
 更に、政策的含意の観点からは、生態系回
復策に伴う費用負担の在り方が地域経済へ
与える影響について、例えば所得別、産業別
に明らかにすることが考えられる。近年、所
得格差が課題となっており、経済全体への影
響だけでなく、費用負担が所得格差にどのよ
うな影響を与えるか、検討できるようなモデ
ルの構築が望まれる。 
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